再々評価調書
１事業概要

	事 業 名
	箕面森町（水と緑の健康都市特定土地区画整理）

	担当部署
	都市整備部 市街地整備課 計画調整グループ（連絡先 06－6944－7678）

	事業箇所
	箕面市上止々呂美地内、下止々呂美地内、森町中、森町北

	再評価理由
	再評価後5年が経過した時点で継続中。

	目　  的
	水と緑の健康都市は、北大阪北摂山系に属する箕面北部丘陵に位置し、恵まれた自然環境を有するとともに、新名神高速道路や国道423号バイパスが整備されることから交通利便性の高い地域となることが見込まれる。

また、豊かな自然環境や地域特性を活かし、「多世代共生」、「環境共生」、「地域共生」(三共生)をまちづくりのテーマとして、世代を超えて誰もがいきいきと暮らせる新しい都市を建設する。

	内　  容
	特定土地区画整理事業（大阪都心部から約20km、箕面市中心部から約5kmに位置）

・面積　約313.5ｈａ　・地権者数　約300人

・計画戸数　約2,900戸　・計画人口　約9,600人

	事 業 費

（　）内の数値は
前回評価時点のもの
	全体事業費：約 582億円（約 583億円）

（内訳）工事費　　約 468億円（約 466億円）

損失補償費約　 3億円（約   3億円）

金利事務費約 111億円（約 114億円）
	うち投資済事業費:約 334億円

（内訳）工事費　　約 246 億円

損失補償費約　 2 億円

金利事務費約  86億円

	
	【事業費の変更理由】

　事業の精査による工事費の増（里山住宅地の無電柱化対応等）と、事務執行体制の見直しによる事務費の減。
	【工事費の内訳】

公共施設整備費約140億円（約140億円）

整地費　　　　約160億円（約160億円）

その他　　　　約168億円（約166億円）

	事業費の
変動要因
	財政再建プログラム（案）（H20.6）により、第3区域の基盤整備工事の実施については、平成24年度末に判断するため、計画変更の可能性がある。（概要は、裏面の「5特記事項」に記載）

	維持管理費
	供用済エリア（道路・公園等） 約43百万円/年

（道路：約14百万円　公園・緑地：約11百万円　その他事業地内：約18百万円）
※事業完了後は箕面市等に維持管理を引き継ぐ。

	上位計画
	・大阪府都市計画区域マスタープラン（H16.4）

・箕面市総合計画（H13.4）

	関連事業
	・国道423号バイパス事業（箕面有料道路）［大阪府道路公社］H19.5供用開始
・新名神高速道路［西日本高速道路（株）（NEXCO西日本)］H28年度供用開始予定
・猪名川総合開発事業（余野川ダム建設）［国土交通省］H21.3～ 計画廃止手続き中


２事業の必要性等に関する視点
	
	【事業開始時H8】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点H22】
	【変動要因の分析】

	事業目的に
関する諸状況
	【主な土地利用】
公共施設用地：約119ha

公益施設用地：約17ha

住宅用地

　中高層住宅：約45ha

　戸建住宅  ：約74ha

誘導施設用地：約58ha
	【主な土地利用】
公共施設用地:約119ha

公益施設用地:約6ha

環境保全用地:約25ha（公共施設用地分を除く）
住宅用地
戸建住宅:約108ha

誘導施設用地:約55ha
	【主な土地利用】

公共施設用地:約119ha

公益施設用地:約6ha

環境保全用地:約25ha（公共施設用地分を除く）

住宅用地

戸建住宅:約108ha

誘導施設用地:約55ha
	－

	地元等の
協力体制等
	－
	・H17.3高減歩となる一般地権者を対象に仮換地指定を行ったが行政不服審査請求等はなかった。
・将来の公園や里山予定地等を活用し、地域住民やボランティア等の協力により自然学習や社会体験などができる様々な里山活動を実施。
	・H19.7 NPO法人「とどろみの森クラブ」設立。同NPOによる里山の保全や自然学習等のイベントの定期開催等、三共生の実現に寄与。
・H20.4とどろみの森学園(市立小中一貫校)開校

・H21.5自治会設立。自治会がボランティアで近隣公園等の清掃活動等を実施、事業に協力的。
・H23.4幼保一体施設(認定こども園)開設予定。
	H19.10のまちのオープン以来、地権者、地域住民及び新住民ともまちの早期成熟を望む声が多く、事業全般に協力的。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	費用便益の分析手法が確立されておらず、算出していない。
	B/C:1.05

B（便益）:752.2億円

C（費用）:713.9億円

国土交通省「土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル」(平成11年2月)により算出。
	B/C:1.17
B（便益）:808.6億円

C（費用）:691.8億円

国土交通省「土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル」(平成21年7月)により算出。
	マニュアルの改訂に伴い変動。
－

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の
有効性）
	・福祉に配慮した都市基盤施設の整備を行うとともに、エイジレスタウンとしての施設誘致や、文化･健康ゾーンの設定など、21世紀の長寿社会に対応したまちを形成する。
・山里的土地利用システムの導入など、地域の風土と調和したまちづくりを行う。

・ダム湖への眺望を確保し、開放性を持った土地利用やダム湖の水際空間を活用した特色あるまちづくりを行う。
	・北摂地域の交通網整備とあわせ、通過交通を排除した街区を形成する。
・自然学習等が可能な里山活動を通じ、地域住民と新住民との連携のとれたまちづくりを進める。
・地域住民と新住民の子供がともに通う小中一貫校を地区内に建設する。
	・北摂地域の交通網整備とあわせ、通過交通を排除した街区を形成する。

・自然学習等が可能な里山活動を通じ、地域住民と新住民との連携のとれたまちづくりを進める。

・地域住民と新住民の子供がともに通う小中一貫校を地区内に建設する。（H20.4開校済）
	－




	
	【事業開始時H8】
	【再評価時点H17】
	【再々評価時点H22】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H8年度

②H8年度

③H20年度
	①H8年度

②H8年度

③H27年度
	①H8年度

②H8年度

③H27年度
	－

	＜進捗状況＞
	【主な動き】
・H11：仮換地指定

・H16：一部まちびらき
	・工事:36％

・仮換地指定率:93％
（地権者組数ベース）
【主な動き】
・H12～14:事業一時中断

・H15：事業計画等変更

・H16～：仮換地指定
・H19：一部部まちびらき（予定）
	・工事:57％

・仮換地指定率:99％（地権者組数ベース）
【主な動き】

・H19.5:止々呂美東西線等供用

・H19.10:一部まちびら　

　き

・H20.4:とどろみの森学園(市立小中一貫校)開校

【現状】
・住宅地:約800区画完成、約400区画粗造成

・第2区域造成中(民間地権者)

・H22年度:第3区域NEXCO西日本による粗造成開始予定。
	－

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・平成11年度に事業地内でオオタカの営巣が確認され、その保全方策や社会経済状況の変化を踏まえ、採算性を点検･精査。大幅な事業見直し案を平成13年2月に公表。平成12～14年度の間、事業が一時中断したものの、平成15年度の都市計画及び事業計画の変更後は、平成17年度の再評価及び平成20年度の財政再建プログラム（案）に沿って順調に事業が進捗しており、平成19年10月には一部まちびらき（※）している。

（※）第１区域において、約1,200区画中約800区画の宅地と地区センター等が完成し、仮換地使用収益開始･保留地分譲開始、住宅建築が始まる。
・平成22年5月末現在、883名・273世帯の新住民が居住。地権者、地域住民及び新住民から施設誘致等まちの成熟を望む声が多く、事業の必要性に変化はないことから、財政再建プログラム（案）に沿って継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	・平成21年12月に第2区域のうち約30ｈａで大規模民間地権者が宅地開発に着手。
・第1区域（住宅と施設のエリア）において、この開発の発生土を利用した大規模街区の造成工事を実施中。
・今後引き続き、財政再建プログラム（案）に沿って事業を進める。

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	平成15年度の事業計画変更及び財政再建プログラム（案）に沿って順調に進捗しており、事業進捗の支障となる要因は見込まれていないことから継続する。



４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替
案立案等の可能性
	・府費負担軽減のため、常にコスト縮減を図りつつ事業実施中。

・第1区域及び第2区域においては、財政再建プログラム(案)に沿って事業を進めており、既に一般地権者の仮換地指定は完了し、完成宅地では仮換地や契約済保留地において住宅建築が進んでいるため、地権者や新住民の生活に多大な影響を及ぼす大幅な変更案の立案は極めて困難。
· 第3区域については、財政再建プログラム(案)により、平成24年度末に基盤整備工事の実施について判断。
・以上から、現状において代替案立案の余地はない。

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	現計画が最適であることから継続する。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・平成11年にオオタカの営巣が確認されたことから、専門家によるオオタカ調査委員会を設置。その提言に基づくオオタカ保全方策を実施中。（大幅な事業見直し案を平成13年2月に公表、平成15年度に都市計画、事業計画を変更）

・隣接する現存の山林をそのまま残して、これを都市の｢里山｣と位置づけ、地域住民等が愛着を持てるまちに整備する。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	＜意見具申＞
「事業継続は妥当」と判断する。今後、余野川ダム事業が休止された場合、本事業に様々な影響が及ぶことが考えられることから、調整池やダム予定地の良好な管理等について適切な対策が講じられるよう、国と十分協議を進められたい。

＜府の対応方針＞
『事業継続』とする。余野川ダム事業については、平成21年3月策定の淀川水系河川整備計画において休止することとなり、本事業の完了を予定している平成27年度までにダムが整備されることはなくなった。国との協議において、調整池も含めたダム事業用地の適正な維持管理については、地元市も含めたうえで概ね合意。

	その他
	【財政再建プログラム（案）（平成20年6月）における主要プロジェクトの点検】
・第1区域は、引き続き事業の完成を目指す。但し、財政状況に鑑み、住民生活に最大限配慮しつつ、工事の実施時期を精査。

・第2区域は、民間地権者により開発。

・第3区域（施設誘致地区）は、新名神高速道路の残土受入に伴い西日本高速道路㈱が粗造成を実施。府は当該区域の施設立地計画及び保留地等の処分可能性･採算性等を精査の上、粗造成の概成が見込まれる平成24 年度末に基盤整備工事の実施について判断。


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○継続
＜判断の理由＞
平成15年度の事業計画等の変更、並びに平成17年度の再評価後は、ほぼ計画通りに事業が進捗している。また、地権者、地域住民及び新住民から施設誘致等まちの成熟を望む声が多く、事業実施の必要性にも変化はないことから、財政再建プログラム（案）に沿って継続する。
なお、第3区域については、当該区域の施設立地計画及び保留地等の処分可能性、採算性等を精査の上、新名神高速道路の残土受入による粗造成の概成が見込まれる平成24 年度末に基盤整備工事の実施について判断する。
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